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研究要旨  

グローバルヘルスは、人々の健康のみならず、各国の安全保障や経済とも密接に関

わることが認識されるようになり、幅広いステークホルダーによる外交の舞台の多様

化や関与手法の複雑化に伴って、国際保健外交の概念も変化してきた。時代背景や国

際潮流に適合した国際保健外交の推進のためには、国際保健外交の理論的枠組みの理

解が重要である。本研究では、国際保健外交に関する概念や定義の歴史的展開と論争

点を整理し、国際保健外交の評価基準と成否の要因を分析することを目的とした。概

念的な分析や主張、定義づけやスコーピングは、国際保健分野の潮流を表すのみなら

ず、外交や政治経済を含む他分野との実務上の複雑な交錯関係を示唆するものである

ことを明らかにした。また、国際保健外交の多様な評価基準を示すとともに、その成

否を規定する要因について、政治学における政策過程論の研究も参照しつつ試論的に

提示した。

Ａ．研究目的  

 研究目的 

 新型コロナウイルス感染症の世界的流

行により、グローバルヘルスが人々の健康

に直接かかわるのみならず、各国の安全保

障、経済や地球環境にも密接にかかわるこ

とが再認識された。グローバルヘルスの担

い手もまた、国際的な専門機関、政府のみ

ならず、民間団体、産業界、市民社会を含

む幅広いプレーヤーが参入し、国際保健外

交の舞台は多様化し、関与の手法も複雑化

の一途をたどっている。そのような中で、

時代背景や国際潮流に適合する国際保健

外交を我が国が推進するためには、理論的

な枠組みの理解が欠かせない。 

 本研究では、国際保健外交に関連する概

念や定義がどのように変遷してきたかを

解き明かすとともに、国際保健外交の評価

基準とそれを踏まえた国際保健外交の成

否の要因を分析することを目的とする。 

 

別添４ 
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B. 研究方法 

本研究は、グローバル・ヘルス・ディプロ

マシー（global health diplomacy, GHD）お

よびヘルス・セキュリティ（health 

security）に関する代表的なレビュー・概念

分析論文を翻訳的に紹介することを目的と

したレビューである。特に、主要なレビュ

ー論文を軸に、概念的な変遷を整理した。 

具体的には、GHD 概念整理については、

概念レビューとして Lee and Smith 

(2011)、IR 理論との接続を試みた批判的文

献レビューとして Ruckert et al. (2016)、近

年の論考として Kickbusch and Liu (2022) 

を参照した。ヘルス・セキュリティ概念に

ついては、概念分析として Aldis (2008)、

政治的含意の批判的検討として Rushton 

(2011)、Baldwin (1997) の安全保障概念枠

組みを援用した再整理として Stoeva (2020) 

を参照した。COVID-19 以降の健康―安全

保障の交差領域に関する議論については、

筆者自身の Takemi (2026) の文献レビュー

部分も参考とする。なお本研究は、概念史

的観点から、武見（2020）「国際保健規則と

グローバル保健ガバナンスの構造」（城山英

明編『グローバル保健ガバナンス』東信

堂、所収）の議論を引き継ぎ・更新するも

のである。なお本稿では議論全体の方向性

を示唆することを目的とし、引用として厳

密さに欠ける部分が含まれる。 

C. 研究結果・D.考察 

1. グローバル・ヘルス・ディプロマシー概

念の射程 

GHD 概念に関しては、その用語が普及し

た一方で、定義・射程・公衆衛生実務への

含意が論者によって大きく異なる多義的概

念であるとの整理がしばしば示されてき

た。Lee and Smith (2011) は、GHD を伝

統的な政府間外交との対比において「新し

い外交（new diplomacy）」の文脈で捉え、

(i) 国境を越えた集合行為を要する人口集団

保健の課題、(ii) 国家・非国家アクター、

公的・私的セクター、保健・非保健分野、

ローカルからグローバルまでのガバナンス

水準を横断する多様なアクター、(iii) 伝統

的な政府間交渉に加え、新技術・非保健領

域での交渉プロセスや非公式の協議を含む

新たなプロセス、という三つの構成要素を

抽出している。同論考はまた、GHD 文献

に、(a) 外交政策目的のために保健を活用

する立場、(b) 外交政策アジェンダを通じ

て保健目的を推進する立場、(c) 保健関連

協定（FCTC、IHR 等）の交渉に外交官の

専門性を導入する立場、という三つの異な

る規範的視座が混在していることを指摘し

ている（参照：Lee & Smith, 2011）。 

Ruckert et al. (2016) は、GHD 研究の状況

について、文献の理論的分散性（theoretical 

fragmentation）と、概念整合性を欠いた個

別研究の積み上げに留まっている状況を指

摘している。そのうえで、IR の「分析水準

（levels of analysis）」概念を援用し、GHD 

のアクターを「個人（individual）」、「国・

国内（national/domestic）」、および「国

際・グローバル（international/global）」の

三層に整理することを提案している。同論

考の文献調査によれば、個人水準を明示的

に扱う論文は極めて限定的なものにとどま

ったとされる。こうした状況を踏まえ、

GHD 研究は IR 研究者との協働を通じ

て、国家利益・規範・制度・権力といった 

IR 概念をより明示的に組み込む必要がある

との主張がなされている（参照：Ruckert et 

al., 2016）。 

Kickbusch and Liu (2022) は、GHD をグ

１． 国際保健規則とグローバル保健

ガバナンスの構造（武見綾子） 
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ローバル保健ガバナンスを構成する実践と

して捉え、その正統性が依然として WHO 

を中心とする多国間主義に基盤を置いてい

ると論じる。同論考は、COVID-19 後には

グローバル保健と地政学との結びつきが一

層強まったとの指摘を行うとともに、GHD 

における権力（power）が立場形成・交渉・

成果に与える影響を分析するうえで、IR 概

念・理論をより明示的に用いる必要がある

と指摘している。また、GHD 文献に IR 

分野の支配的な視点が再生産されやすい構

造的傾向への言及もなされている（参照：

Kickbusch & Liu, 2022）。 

これらの議論に共通して示唆されるのは、

第一に、GHD が外交研究・国際関係論と

の交差領域として生成・発展してきた領域

であること、第二に、アクターは国家から

非国家アクターまで多層化していること、

第三に、概念定義そのものに合意があるわ

けではなく、研究蓄積の段階としては理論

的整理が依然として課題であること、とい

う構図である。 

2. ヘルス・セキュリティ概念の多義性 

Aldis (2008) は、ヘルス・セキュリティ概

念には公的にも普遍的にも合意された定義

が存在せず、用語使用が地域・行為主体・

場面に応じて大きく異なると論じる。具体

的には、先進工業国の政策決定者は同概念

をテロやパンデミックといった「外部脅

威」からの自国民の防護として狭義に用い

る傾向がある一方、開発途上国や国連シス

テムの保健従事者・政策担当者は同じ用語

をより広い公衆衛生の文脈で理解する傾向

があると整理されている（参照：Aldis, 

2008）。 

人間の安全保障の文脈におけるヘルス・セ

キュリティの起点としては、1994 年の 

UNDP『人間開発報告書』（New 

Dimensions of Human Security）における

七つの脅威カテゴリー（経済・食糧・保

健・環境・個人・コミュニティ・政治）の

提示、および 2003 年の人間の安全保障委員

会報告 Human Security Now が広く参照さ

れる。WHO に関しては、Aldis (2008) 

は、1946 年に採択され 1948 年に発効した

憲章上の「平和と安全保障（peace and 

security）」への言及を、健康が国際的安全

保障に貢献するという意味での「健康と安

全保障（health and security）」と位置づ

け、健康そのものを securing するという意

味での「ヘルス・セキュリティ（health 

security）」とは概念的に区別すべきものと

して整理している（参照：Aldis, 2008）。 

ヘルス・セキュリティ概念をより狭義かつ

操作的に用いる流れとしては、2001 年の世

界保健総会決議 54.14、および 2007 年の世

界保健報告 A Safer Future: Global Public 

Health Security in the 21st Century を経

て、IHR および感染症サーベイランスとの

結びつきが強められてきたとの整理がなさ

れている。同時に、こうした WHO の用法

が母子保健・子どもの生存・栄養といった

他のグローバル保健課題を排除する狭隘な

定義であり、UNDP や UNICEF が用いる

広義の概念から逸脱しているとの批判もな

されている（参照：Aldis, 2008）。 

ヘルス・セキュリティ文献に繰り返し現れ

る主題として、(1) 脅威からの防護（バイ

オテロ、感染症大流行など）、(2) 既存アプ

ローチでは対応できない新たなグローバル

状況の出現（破綻国家における人道介入と

軍事的関与の混淆など）、(3) 軍事組織を含

む新たなアクターの関与、(4) 外交政策利

益との連結、の四点が整理されている。保

健と国際安全保障の連結を示す制度的画期

としては、2000 年 1 月 10 日に国連安全保

障理事会が初めて保健課題として 

HIV/AIDS を討議し、同年 7 月 17 日に決
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議 1308 を採択した事例が広く参照される。

さらに、開発途上国側の懸念として、2005

年の IHR 改正交渉、および 2007 年 11 月

の WHO インフルエンザウイルス・利益配

分政府間会合における対立――インドネシ

アによる H5N1 ウイルス検体共有拒否、お

よび「グローバル・ヘルス・セキュリテ

ィ」概念への抵抗――が、ヘルス・セキュ

リティの名のもとに行われる国際協力が必

ずしも途上国の利益に資するものではない

との不信感を顕在化させた事例として論じ

られている（参照：Aldis, 2008; UN 

Security Council, 2000）。 

Rushton (2011) は、ヘルス・セキュリティ

研究の支配的概念化の政治的含意に関し

て、研究文献の大半が西欧の文脈で書か

れ、西側の政策コミュニティもしくは主要

な多国間機関に焦点を当てていると指摘す

る。同論考は、定義の揺れにもかかわら

ず、主流文献には、(1) どの種類の保健課

題が脅威として扱われるか――典型的には

新興・再興感染症、特に大流行性疾患、(2) 

どのような対応が必要とされるか――典型

的には国境管理、サーベイランス、迅速対

応、(3) 何が保護対象（referent object）か

――典型的には西側諸国とその国民、グロ

ーバル経済、という三点に関しての事実上

の合意が存在すると論じる。そのうえで、

定義の不安定性を嘆くというよりも、この

事実上の合意がヘルス・セキュリティの政

策実践を方向づけていること、そしてその

政治的帰結（誰のための、何からの安全保

障か）を批判的に問うている（参照：

Rushton, 2011）。 

概念再整理の試みとして、Stoeva (2020) 

は、Baldwin (1997) の安全保障概念枠組み

を援用してヘルス・セキュリティの諸次元

を体系的に検討するアプローチを提示して

いる。Baldwin の枠組みにおいては、安全

保障概念の主要な specification が、(1) 誰

の安全保障か（security for whom）、(2) い

かなる価値の安全保障か（security for 

which values）、(3) いかなる程度の安全保

障か（how much security）、(4) 何からの安

全保障か（security from what threats）、(5) 

いかなる手段による安全保障か（by what 

means）、(6) いかなる費用による安全保障

か（at what cost）、(7) いかなる時間軸の安

全保障か（in what time period）の七次元と

して整理されている。これらをヘルス・セ

キュリティ文献に適用する試みからは、現

行の主流的概念化が安全保障研究の保守的

伝統の中に押し込められている傾向があ

り、抗微生物薬耐性（AMR）や非感染性疾

患（NCD）の「静かな大流行」など、より

広範な脅威への対応が取り込みきれていな

いとの指摘がなされている。また、人間の

安全保障や批判的安全保障研究の観点が、

主流的なヘルス・セキュリティ概念に十分

には組み込まれてこなかったとの指摘もな

されている（参照：Baldwin, 1997; Stoeva, 

2020）。 

共通して示唆されるのは、ヘルス・セキュ

リティ概念が公的に合意された定義を欠き

ながら、実務的・政治的影響力を有する用

語として国際保健の言説空間に定着してい

る、という構造的特徴である。本研究のよ

うに IHR とグローバル保健ガバナンスの

構造を扱う場合にも、この概念上の不安定

性を所与として議論を進めることが不可欠

である。 

3. COVID-19 以降の健康―安全保障インタ

ーフェースの深化 

前項で見たヘルス・セキュリティ概念をめ

ぐる論争は、COVID-19 を契機として新た

な局面に入った（本節以下の整理は、

Takemi (2026) における同節の議論を再構

成したものである）。 
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COVID-19 以降の健康―安全保障インター

フェースを再構成した変化として、第一

に、感染症問題の「ハイ・ポリティクス

化」――かつて「ロー・ポリティクス」と

して位置づけられてきた疾病関連課題が、

国家存立への脅威と結びつくことで安全保

障課題と不可分のものとなった点――が指

摘されている。Politics and the Life 

Sciences の特集号 “Infectious Disease and 

National Security”（2024）が示すように、

COVID-19 がもたらした影響が国際安全保

障の研究・実務をいかに変質させたかとい

う、より大きな問いが立てられている（参

照：Albert, 2024; Albert et al., 2021; 

Takemi, 2026）。 

第二に、実務面における civil-military（文

民―軍）連携の現実的展開が指摘されてお

り、技術的支援から完全な軍主導の対応ま

で、世界各国の軍隊が COVID-19 対応に

おいて前例のない役割を果たしたことが報

告されている。こうした連携を「健康の軍

事化」や civil-military 関係への損傷につな

がる形で固定化させずに将来の保健危機に

活用する方途として、(i) 多セクター対応の

強調、(ii) 明確なガイドラインの整備、(iii) 

危機対応から事前準備への重点移動、とい

う三方向の相互強化の重要性が論じられて

いる（参照：Davis et al., 2023; Gibson-Fall, 

2021; Kalkman, 2021; McInnes, 2024; 

Takemi, 2026）。 

これらの動きと並行して、情報・インテリ

ジェンスの問題が健康―安全保障インター

フェースの中心的論点として浮上したとの

整理がなされている。情報共有が単なる資

源の融通を超えて、政策決定の核に踏み込

む協働領域となりつつあるとの指摘がなさ

れており、「ヘルス・セキュリティ・インテ

リジェンス（health security intelligence）」

をめぐる近年の研究蓄積はその一例であ

る。Warner (2002) は、インテリジェンス

を「外国主体を理解または影響するための

秘密の国家活動」（筆者訳）と定義してお

り、Walsh et al. (2023) はこれを踏まえ、

ヘルス・セキュリティ・インテリジェンス

を「公衆衛生上の脅威ベクターから生じる

国家・国内安全保障上の脅威を理解・評価

するためのヘルス・セキュリティ情報の収

集」（筆者訳）として位置づけている（参

照：Baker et al., 2023; Bowsher, 2021, 2024; 

Dahl, 2023; Lentzos et al., 2020; Takemi, 

2026; Walsh, 2025; Walsh et al., 2023; 

Warner, 2002; West et al., 2021）。 

本領域には部分的に重なり合う二つの流れ

が存在するとの整理がある。すなわち、(a) 

疫学情報（epidemic intelligence）への安全

保障セクター情報の寄与、および (b) 伝統

的な国家安全保障インテリジェンスと保健

セクターとの連携、の二つである。前者は 

WHO Hub for Pandemic and Epidemic 

Intelligence や、感染症監視における「all-

source」アプローチをめぐる議論に代表さ

れる一方、後者は生物兵器条約や原因究明

（origin investigation）の文脈で歴史的に展

開してきた論点であり、COVID-19 を契機

としてより包括的な協働枠組みの構築が議

論されるに至っているとされる（参照：

Morgan et al., 2022; Takemi, 2026）。 

新型コロナウイルス禍によって「存立危

機」の表現としてのセキュリティと、軍民

連携の側面からのセキュリティ双方におい

て強い交錯関係が見られたが、インテリジ

ェンス分野における交錯は単なるリソース

間の連携を実務的な連携が超える要素があ

り、注目に値する。 

E. 結論 

本研究は、グローバル・ヘルス・ディプロ

マシーおよびヘルス・セキュリティに関す

る代表的なレビュー・概念分析論文を翻訳
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的に紹介することで、これら概念の歴史的

展開と論争点を素描した。さらに、

COVID-19 以降の健康―安全保障インター

フェースの深化に関する議論を概観した。 

国際保健および保健セキュリティに関わる

概念は、あつい過去の実務的な蓄積に加え

発信力の強化の観点も加わり多様なスコー

プを提示してきた。特に security 概念は幅

広い保健の強靭性を表象するものとしての

頻繁な活用に加え、より幅広い生命身体・

さらには政治経済的な基礎基盤の存立に関

わる意義を示唆するもの、さらに狭義の安

全保障上の含意を有するものなど、複雑な

様相を呈している。これらの概念的な分析

や主張、定義づけやスコーピングなどは国

際保健分野の潮流を表すものとして講学上

の関心を得るものであると同時に、特に

（その主関心が保健分野の内部にとどまる

ものも含め）外交や政治経済を含む他分野

との実務上の複雑な交錯関係を示唆するも

のである。概念整理を通じて、逆説的に抽

象的な潮流の内部にある個々の動向を正確

に把握すること、（また必要に応じて意識的

に再編・統合すること）は、国際保健にお

ける具体的な政策立案においてより解像度

が高いアプローチを可能とする。このこと

は、特にこの分野の実務的な蓄積が厚い日

本にとって新型コロナウイルス後も強い発

信力とリーダーシップを維持強化する上で

も示唆的であると考えられる。 
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B．研究方法 

グローバル保健外交の概念に関する文献

検討等を基礎として、国際保健外交の概念を

整理するとともに国際保健外交の多様な評

価基準を示した。その上で、そのような評価

基準が実際にどのような要素に即して具体

的評価を行うのかを、外務省の年次国際機関

評価に即して、確認した。 

 また、国際保健外交の成否を規定する要

因について、政治学における政策過程論の研

究も参照しつつ、提示した。 

 

C. 研究結果・D.考察 

（１）文献検討 

 キックブッシュ等は 2007 年の論文にお

いて、グローバル保健外交を、「保健に関する

グローバルな政策環境を形成・管理する複数

レベル間での複数主体による交渉過程」と定

義し、このようなグローバル保健外交は主と

して WHO の場で行われるとする（Ilona 

Kickbusch, et.al. 2007, 230）。具体的には、タ

バコ規制交渉、IHR 改定交渉が対象とされ、

またスイスとブラジルの保健外交が比較さ

れた。この段階では、グローバル保健外交の

目的としてグローバル政策環境の形成・管理

という国際レベルの目的が想定されており、

グローバル保健外交の場としては主として

WHO が想定されていた。ただし、スイスと

ブラジルの比較にみられるように、国際レベ

ルの目的に対する各国間の外交の差異には

注目していた。 

 その後、キックブッシュ等による 2022

年の論文においては（Kickbusch and Liu 

2022）、COVID-19 への対応の中でグローバ

ル保健外交の重要性が再確認されたとし、重

要な論点は、外交政策の手段としての保健と

保健目的に寄与する外交政策との間のダイ

ナミックな関係（the dynamic relationship 

between health being a foreign policy tool and 

foreign policy serving health goals）だとする 

( Kickbusch and Liu 2022, 2156, 2160)。ここ

では、国際的な保健目的と各国の外交目的と

の交錯に注目している。Diplomacy for Health

と Health for Diplomacy の関係の認識ともい

える。また、グローバル保健外交の段階は、

タバコ規制、IHR 改定、グローバルファンド

設置等を対象としていた 1998 年から 2008

年の段階から、WHO、G7、G20 等において

エボラ出血熱への対応やヘルスセキュリテ

ィの強化が課題とされた 2008 年から 2018

年の段階、それ以降の段階に分けられるとす

る（Kickbusch and Liu 2022, 2161, 2162）。 

また、カッツ等は（Katz, et. al. 2011）、グ

ローバル保健外交は、３つの型に類型化でき

るとする。第 1 の類型は中核的グローバル保

健外交（Core Global Health Diplomacy）で

あり、これは政府間の交渉に焦点を当てるキ

ックブッシュ等の 2007 年の議論に対応する 

(Katz, et. al. 2011, 506)。第 2 の類型は、複

数ステークホルダーによるグローバル保健

外交であり（Katz, et. al. 2011,508, 509）、こ

れには USAID（US Agency for International 

Development） や CDC（Centers for Disease 

Control and Prevention）と各国の保健担当省

との協定やグローバルファンド等の設置プ

ロセスが含まれる。第 3 の類型は、非公式な

グローバル保健外交（Informal Global Health 

Diplomacy）であり(Katz, et. al. 2011, 510)、

これには現場におけるカウンターパート、

NGO、企業との連携等が含まれる。 

 このように近年の議論においては、グロ

ーバル保健外交の目的の二面性（保健と外交）

の認識、段階・類型に関する議論は展開して

きたが、グローバル保健外交の具体的な評価

２．国際保健外交の成否の評価と成否

を規定する要因の提示（城山 英明） 
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基準や成否の規定要因に関する議論は展開

されてこなかった。以下では、これらについ

て検討した。 

 

（２）国際保健外交の評価基準 

 キックブッシュ等の 2022 年の論文にお

いても、グローバル保健外交には、各国の外

交目的と国際的な保健目的の双方の要素が

あることが認識されていた。しかし、国・国

益の観点、国際社会・国際的公益の観点も必

ずしも一枚岩ではありえない。国・国際社会

の中の多様な主体に応じて多様な観点が存

在する。 

 国の観点からの評価基準も、例えば日本

政府内では、厚生労働省、外務省、財務省、

経済産業省で異なってくると感がられる。厚

生労働省であれば、国内保健行政に活かせる

成果であるか否かが重要になると考えられ

る。外務省であれば、グローバル保健外交の

結果、日本の外交上の利益があったか否かが

評価基準となると考えられる。財務省であれ

ば、世界銀行といった国際金融機関において

リーダーシップをとることができたのか否

かといった点が評価基準となると考えられ

る。他方、経済産業省であれば、日本の健康・

医療・医薬品産業が国際競争力を得るに至っ

たのか否かといった点が評価基準となると

考えられる。 

 同様に、国際社会の観点からの評価基準

も多様である。一方で、垂直的アプローチの

立場からは、特定の疾患がどの程度減少した

のかという観点が重要になる。他方、水平的

アプローチの立場からは、各国における保健

システムがどの程度強化されたのかという

観点が重要になりうる。 

 グローバル保健外交を評価する際には、

以上のように、どのような主体の立場で、ど

のような観点で評価するのかを明示的に意

識することが重要である。また、そのように

観点を明確にしたうえで、そのような観点か

ら適切な事象を評価のための指標、エビデン

スとして確保することが必要になる。 

 以下では、具体的事例において、どのよ

うな立場・観点が選択され、どのような指標、

エビデンスが用いられているのかを明らか

にするため、日本の外務省の年次の国際機関

評価を検討した。具体的には、グローバルフ

ァンド及び UHC2030 に対する 2021 年から

2025 年の拠出の評価を検討した（外務省

2022、外務省 2023、外務省 2024、外務省 2025、

外務省 2026a）。 

一般的には、国際機関への拠出金に関する

外務省国際機関評価においては、４つの評価

基準（「評価の着目点及び評定の目安」）が規

定されている（外務省 2026b）。 

 

評価基準１ 本件拠出を通じて達成を目指

す日本の外交政策目標への貢献度 

評価基準２ 国際機関等拠出先の活動の成

果 

評価基準３ 国際機関等拠出先の組織・行

財政マネジメント 

評価基準４ 日本人職員・ポストの状況等 

 

各国目的の観点から評価を行う評価基準 1

について、グローバルファンドに関しては、

2021 年から 2023 年は s であったが、2024

年から 2025 年は a であった。当初は、コロ

ナ対策のための多国間協力枠組みである

ACT アクセラレターの診断および保健シス

テム強化においてグローバルファンドが主

導機関であったことが評価されたように思

われる。また、各国目的に寄与していること

を示唆するエビデンスとして、当該機関の意

思決定プロセスにおける日本の意向を反映

できる地位の確保、要人往来・政策対話、日

本の企業・NGO・NPO・地方自治体・大学

等とのかかわりや調達実績に関するエビデ
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ンスが収集されている。 

UHC2030 に関しては、2021 年から 2024

年は a、2025 年は b であった。UHC 推進は

外務省政策評価体系上で明確に位置づけら

れており、UHC2030 は日本のリーダーシッ

プにより設立されたものであり、新型コロナ

ウイルス拡大により UHC の取り組みの重要

性が再認識されたと考えられているため、基

本的には評価されていると考えられる。そし

て、日本の意向を反映できる地位の確保、要

人往来・政策対話等に関するエビデンスが収

集されている。しかし、2025 年の評価では、

ドナーベース拡大の働きかけに関する課題

にも言及されており、「本件拠出は政策目標

達成に向けて相応の貢献を行った」として実

効性に関してはやや慎重な評価の側面も見

られる。 

 国際的な目的の観点から評価を行う評

価基準２について、グローバルファンドに関

しては、2021 年、2022 年、2024 年は s、2023

年、2025 年は a であった。ここでは、特定疾

患に関する死亡数の減少が基本的には評価

されている。ただ、2023 年には保健システム

強化の面にも配慮するように求めており、こ

のような観点も評価基準に含まれているよ

うに思われる。 

UHC2030 に関しては、2021 年、2022 年、

2024 年は a、2023 年、2025 年は b であっ

た。UHC2030 の実効性に関してはやや慎重

な評価の面があるように思われる。 

 

（３）グローバル保健外交の成否の要因 

 グローバル保健活動を含むあらゆる政

策活動は、課題設定、政策立案、政策決定、

政策実施というサイクル・諸段階に従って行

われる。 

 課題設定は、社会経済的環境諸条件の変

動によって新たに発生する各種各様の課題

の中から、政治問題として対処されるべきも

のを選別する段階である。政策立案は、解決

策を具体化する段階である。政策決定は、立

案された政策案について決定する段階であ

る。政策実施は、決定された政策を実施に移

す段階である。 

課題設定、政策立案、政策決定、政策実施

といったサイクル・諸段階は、このような時

間的順序に従って行われると観念されてき

た。しかし、実際には、これらの諸段階は様々

な順序で生起する。例えば、特定の政策案が

開発・発見され、このような政策案を正当化

するような課題・議題を探索されることもあ

る。また、政治学者のキングドンの「政策の

窓」モデルでは、課題設定の流れ、解決案（政

策立案）の流れ、政治的意思決定機会（政策

決定）の流れはそれぞれ相互に独立して展開

しており、これらの 3 つの流れがたまたま一

致したタイミングにおいて合流すると、政策

決定が行われるというメカニズムが提示さ

れた（Kingdon 2011）。また、政策実施の実

効性も一定程度、独立した条件によって規定

されている。 

このように政策活動を考えると、政策活動

の成否は、一定程度相互に独立している課題

設定（アイディアの共有）、政策立案（解決案

の設計）、政策決定（政治的意思決定機会の確

保）、政策実施といった政策活動の要素によ

って規定されるということができる。これは、

国際保健外交といった政策活動に関しても

当てはまる。そして、各国の観点からの評価、

国際的観点からの評価のいずれにおいても、

これらの要因が効いてくる。いずれにおいて

も、エビデンス等に基づく課題・アイディア

の共有や実効的な解決案の設計・政策実施は

重要になる。また、政策決定（政治的意思決

定機会の確保）も重要であり、政策決定とい

う要因に関しては、様々な独立した流れを合

流させる横断的マネジメント能力も必要に

なる。 
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E．結論－我が国の保健外交政策への提案・

提言・メッセージ 

本論文では、グローバル保健外交に関する

文献検討を踏まえて国際保健外交の多様な

評価基準を示すとともに、その成否を規定す

る要因について、政治学における政策過程論

の研究も参照しつつ、試論的に提示した。 

このような議論には以下のような政策的

含意がある。第 1 に、各組織は各組織の観点

からグローバル保健外交の評価を明示的に

行うべきである。各組織により評価の観点は

異なるが、そのような違いを可視化した上で、

調整を図ることが期待される。第２に、各国

の観点からの評価は重要であるが、その際に

も一定の国際的観点からのグローバル保健

外交の成果が前提であることがあることも

認識すべきである。例えば、UHC 推進は、

日本の観点から重視されていたが、それが実

効的であるためには国際的観点からも一定

程度、成果があることが必要とされると考え

られる。 
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の拠出金に関する評価シート」 

（ https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/10

0545939.pdf） 

外務省（2025）「令和 6 年度国際機関等へ

の拠出金に関する評価シート」 

（ https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/10

0717770.pdf) 

外務省（2026a）「令和 7 年度国際機関等へ

の拠出金に関する評価シート」 

（ https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/10

0896952.pdf） 

外務省（2026b）「評価の着目点及び評価の

目安」 

（ https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/10

0896953.pd） 

。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当なし 

Ｇ．研究発表  

該当なし 

H．知的財産権の出願・登録状況  

（予定を含む。）  

該当なし  
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